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　WHO（世界保健機構）では、総人口に占め
る高齢者（65歳以上）の割合が 7％を超えると
「高齢化社会」、14％を超えると「高齢社会」、
21％を超えると「超高齢社会」と定義付けてい
ます。日本は1970年に高齢化社会に、1994年
に高齢社会に、そして2007年には超高齢社会
に突入しています。
　超高齢社会では医療費の増大や介護への対
応など負の側面が強調されがちです。しかし、
要介護などで日常生活に支障のある高齢者は、
かつては15％くらいで、現在では18％、まもな
く20％になると見られていて、元気な高齢者の
割合のほうが高いのです。高齢者であっても大
きな健康問題がない限り、積極的に社会参加
し、生きがいを持って健康で長生きすることが、
本人にも、地域にも、また日本においても大切
なことです。
　そこで、今回は長年にわたって社会学の分野
から高齢社会の研究を続けてきた金子勇先生
にお話をお聞きします。金子先生は北海道大
学名誉教授で、現在は神戸学院大学で教

きょう

鞭
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を
執っています。これまで調査と理論の両面から
研究活動を続けてきた経験から、元気な高齢
期を生きるための視点や高齢者が暮らしやす
い地域づくりのヒントについて、ご提言をいた
だきます。

（インタビュー日：2017年 7月 3日）
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「アクティブエイジング」の実践に向けて

―金子先生は北大に30年ほど在籍されまし
たが、特に「少子化する高齢社会」の実態に
ついて、調査と理論の両面から社会学の方法
で研究を続けてこられました。2014年 8月に高
齢社会研究の集大成として『日本のアクティブ
エイジング　「少子化する高齢社会」の新しい
生き方』（北海道大学出版会）をまとめておら
れます。
　「アクティブエイジング」とは、1999年に
WHOが提唱したもので、年齢を重ねても本人
の生活の質が向上するように、健康や社会参
加、安全の機会を最適化するプロセスという
意味合いのようですが、金子先生はこの言葉を
どのようにとらえていますか。

金子　社会学では、元気な高齢期をとらえる言
葉として、「プロダクティブエイジング（productive 
ageing）」「ポジティブエイジング（positive 
ageing)」「サクセルフルエイジング（successful 
ageing)」「 アクティブエイジング（active 
ageing)」などの言葉が使われています。プロダ
クティブエイジングは、アメリカの老年学者で
精神科医のロバート・バトラーが提唱した概念

で、何らかの活動により「生きがい」が得られ
たなどの成果を強調する場合に用いられていま
す。意識面を強調する場合はポジティブ、動き
を強調する場合はアクティブ、全体の評価を意
識する場合はサクセスフルが利用され、研究者
の関心によってそれぞれが使い分けられている
ようです。
　その中で「アクティブエイジング」という言葉
を採用した背景には、高齢社会の研究を通じ
て、高齢期では自己責任で自分自身が動かなけ
ればいけないということを実感したからです。
一人一人置かれている状況は違いますが、ご自
身の体調やキャリア、家族の存在という大きな
3つの要素を兼ね合わせて、最終的には何を
するのか、高齢期をどう生きるのか、何をやり
たいのかを自分で決めて、行動する姿勢が大
切です。
　あまり知られてはいませんが、2013年度から
厚生労働省が「健康日本21（第二次）」計画を
推進しています。これは国民の健康づくりの基
本的な方向性や健康増進の目標などを体系化
したものです。そこでは、「高齢者の健康の現
状と目標」に高齢者の社会参加の促進が強調
されていますが、これは高齢社会を研究してい
る社会学者が長い間共有してきたテーマです。
　高齢者の社会参加を促すために、重要な要
素の一つが「ソーシャル・キャピタル」です。以
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前は親しい社会関係とか、信頼できる社会関
係などと言われていました。わざわざ「キャピ
タル」という言葉を使う意味は何かというと、資
産を売却して得た利息、いわゆるキャピタル・
ゲインと同じように、親しい信頼できる人間関
係を持っていると、何らかの「利息」が得られ
るからです。例えば、信頼できる関係者がいれ
ば、仕事面で多様な援助が受けられる。仲間
がいれば、社会参加の機会が増える。気の合
う人の集まりに出ると楽しい。これらは目には
見えませんが、関係そのものが「利息」をもた
らしている事例です。また、困ったときや病気
の際には「人の存在が良薬」にもなるのです。
　そこで、高齢期には、ソーシャル・キャピタ
ルを生かすことで、働く機会を得たり、ボランティ
ア活動をしたり、社会参加をすることで、生き
がいを見つけましょうと提言してきました。そし
て、その先は国民全体が健康で長生きできる
長寿社会につながっていくと思っています。

長寿日本一・長野県の経験から

―社会学では、丁寧に現場を調査されるこ
とが多いと思います。健康長寿の地域づくりを
実践している地域の事例はありますか。

金子　1990年代から、全国の高齢者を対象に
都市レベルで数百人規模の量的な調査とインタ
ビューによる質的な研究を並行させてきました。
その中で着目したのが、長野県の成果です。
　1995年当時の日本一の長寿県は男性が長野
県、女性が沖縄県でした。それで当初は長野
県と沖縄県の2県を対象に調査を行っていまし
たが、沖縄県は食生活と人間関係の面で独特
の生活文化があり、その経験を一般化して全国
の健康長寿の地域づくりに生かしていくことは
難しいと感じました。
　そこで、長野県に焦点を絞って調査を続けて
きました。男性はずっと長野県が日本一の長寿

県でしたが、2010年には女性も日本一となり、
名実ともに日本一の長寿県になりました。
　長野県では佐久市と諏訪市を対象に500人規
模の調査とインタビュー調査を行いました。そ
こで浮き彫りになってきたのが、「保健補導員」
と地元で「食改さん」と呼ばれる「食生活改
善推進員」です。いずれも当時すでに全国の都
道府県で導入されていたものですが、長野県の
場合は、その活動実績がたくさんあり、長寿に
関しての成果がはっきり表れていました。
　食生活改善推進員は食生活の改善を図る住
民ボランティアで、塩分を控えめにする食生活
を推進していました。一方、保健補導員は各地
区の住民から選ばれて50～80世帯ほどの家族
の健康を守る役割を担っています。専業主婦が
中心で、任期は 2 年間です。すでに40年の歴
史があるので、この期間で20人の経験者が誕
生しており、その地区での経験の蓄積も全県の
長寿の一因になっています。これらは県庁が音
頭を取り、市町村が主体的に動いています。
　長野県で行った高齢者のインタビューで知っ
たのですが、数十年前の食生活は塩漬けにし
た魚や塩分が多い信州みそで作ったみそ汁が
ごちそうだったそうです。記録を調べると、確
かに1955年ごろから脳卒中による死亡率が急
上昇し、平均寿命も男性が全国 9 位、女性が
26位という低い状況にありました。
　そこで、1970年代になってから県を挙げて減
塩生活が推進され、その中で活躍したのが地
区ごとに任命された食生活改善推進員と保健
補導員でした。保健補導員は、保健師から基
本的な生活習慣病の知識を学んで、担当する
50～80世帯の健康維持をサポートします。食
生活改善推進員は、みそ汁に長野県の特産で
ある野菜をたくさん入れることで薄味を定着さ
せ、みそ汁を飲みすぎないように指導をして、
減塩生活を10年がかりで実現させました。
　県庁や市町村の条件整備に加えて、長野県
は社会資源としての保健補導員と食生活改善
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推進員の草の根ネットワーク活動があり、日本
一の長寿県になったという総括をしています。
　長野県には、農村医療を確立した佐久総合
病院の若月俊一先生や佐久市立国保浅間総合
病院の初代院長で脳卒中予防運動などを推進
した吉澤國雄先生といった人たちが築いてきた
伝統があり、それは大変貴重な実践力でした。
その伝統に草の根の保健活動が重なり、日本
一の長寿県が実現できたとみています。
　食生活改善推進員や保健補導員が広げてき
た食事の大切さやその知識、食習慣を自分の
子どもや孫に引き継いで、「ピンピンコロリ」
（PPK）という高齢期の生き方モデルを作り上げ
ています。
　そもそも知事が県民の健康を守ろうと言い始
めて、県と市町村が一緒に行った取り組みです
が、ほとんどお金もかかっていません。私はこ
の長野県の事例を20年くらい前から注目してき
ましたが、他の都道府県がなぜこの経験を生
かさないのか不思議です。社会学は医学ではあ
りませんし、行政の制度についての議論もしま
せんが、研究を通して得た実態の中から住民生
活に役立つノウハウを見つけることができます。
　もう一つ長野県で興味深かったのは、年賀
状の増減です。定年後は仕事関係の人たちと
の接点がなくなるので、多くの場合年賀状が減
るはずです。実際に、同じ時期に沖縄県宜野
湾市や北海道千歳市でも調査しましたが、両
都市では定年後一貫して年賀状の数は減少し
ていました。
　ところが、長野県では、60歳代後半から70
歳代に枚数を増やす人が多かったのです。長
野県には、長野県長寿社会開発センター（2011
年から公益財団法人）が運営する老人大学（現
在は「シニア大学」）があり、そこの在校生や
卒業生の調査から、人為的な出会いの機会が
対面的なコミュニケーション関係を増幅させる
ことがわかりました。老人大学での出会いによっ
て一緒に絵を描く仲間ができたなど、新しく親

しい関係をつくれる文化があったのです。その
バックの応援団が行政です。老人大学やカル
チャーセンターなど、高齢者が社会参加できる
機会や場づくりをして、施設なども整備して高
齢者をフォローしています。

―社会的なつながりの指標を年賀状で図っ
たというのは興味深いですね。

金子　社会学的調査の醍
だい

醐
ご

味
み

ですね。その後、
（一社）日本生活習慣病予防協会のホームペー
ジで、生活習慣病を予防するための「一無・
二少・三多」という言葉を見つけました。一無
は、無煙で禁煙の勧めです。二少は少食とお
酒を少なくすること。三多は多動・多休・多接
の勧めです。一と二は医学の分野になりますが、
三は社会学の出番です。たくさん動いて、たく
さん接する、そしてしっかり休養もする。健康
長寿を実現するために実践すべき見事な標語だ
と思います。

―多動・多休・多接は実感しますね。特に
多接は自ら意識して実践していかなければならな
いと思います。そのほかにも高齢期を健康に過
ごすために心がけておくべきことはありますか。

金子　最初にお話ししたプロダクティブ、ポジ
ティブ、アクティブ、サクセスフルの 4つの活動
の後で、自立した高齢者も、要支援や要介護
の高齢者も生きがいや幸福感を得られていると
評価されている状態が「グレースフルエイジン
グ（graceful ageing）」です。その確認は人そ
れぞれの基準がありますが、現役世代は精力
的に活動していても、高齢期は年相応に優雅な
年齢の重ね方をしていこうというものです。
　グレースフルエイジングのためには、①社会
的有用性、②過去からの継続性、③楽しみと
ユーモアの才、④自助、⑤関係性の維持などが
要素として挙げられます。先ほどのソーシャル・
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キャピタルは⑤に当たりますが、重要な要素の
一つに冒頭にお話しした②のキャリアがありま
す。高齢期は人生の総括に当たりますから、そ
れまで自分が何をしてきたかによって、自分な
りの優雅な年齢の重ね方があるはずです。
　ボランティア活動でもっと社会や人の役に立
ちたいと考える人もいるでしょうし、悠々自適に
好きな本を読んで暮らしたいという人もいるで
しょう。現役時代のキャリアを生かして働きた
いという人もいるでしょう。どんな選択をするの
かは個人の自由ですが、大切なことは三多の実
践です。特に、多動や多接は意識的に実践して、
多休も優先したいですね。
　私自身も高齢期に入ってきていますが、考え
てみると、ライフスタイルとしての「グレースフ
ルエイジング」を目指して、研究をしてきたのだ
なと実感しています。

地方創生と高齢者の役割

―超高齢社会とともに、少子化が進んで、
人口減少も大きな問題になっています。近年は
地方創生が叫ばれていて、そこでは日本版
CCRC※1などの議論もありますが、単に地方に
移住するような視点ではなく、高齢者を生かし
ていく地域づくりをもっと考えていく必要がある
と思います。

金子　同感です。探してみると、地方創生活動
で高齢者が活躍している事例もあります。
　地域の歴史的な魅力や特色を通じて、日本
の文化や伝統のあるものを文化庁が「日本遺
産」に認定しています。2015年から始まった日
本遺産の認定は、地域のアイデンティティを再
認識するという意味で、地方創生に資すること
が期待されています。兵庫県では2015年に篠

ささ

山
やま

市の「デカンショ節」が第 1号に認定されて
います。「デカンショ節」は 7・7・7・5の節
回しで歌われる民謡で、盆踊りや学生歌として

も親しまれてきました。ただ、これまでは本家
がどこかははっきりしていなくて、日本遺産認定
に際しては10カ所ほどが候補地として名乗りを
あげ、その歴史をたどっていくと篠山市がルー
ツだとわかったそうです。認定されている現在
の日本遺産の中で、歌そのものは「デカンショ
節」だけです。
　私は神戸に来てから、「デカンショ節」を活用
した「地域創生」の研究を学生と一緒に行って
います。篠山市は神戸市からJRで 1時間半ほ
どのところにあり、高齢化率が30%を超えてい
ます。たくさんの市民とボランティアの皆さんが
「デカンショ節」を伝承していますが、その多く
が高齢者の皆さんです。目に見えないものが歌
に詠みこまれているので、その伝承に高齢者
が活躍しています。

―丹波篠山の「デカンショ節」が地域の資
源として日本遺産に認定されたのは、高齢者の
記憶や経験があったからこそということですね。

金子　そうですね。高齢者がいるからこそ文
化が伝承されているのです。20人ほどの学生を
連れて現地に入りましたが、わざわざ神戸から
来てくれたとお祭りに連れて行ってくれて、秋祭
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※1  CCRC（Continuing Care 
Retirement Community）

高齢者が健康なうちに
移住し、必要に応じて
医療や介護を受けなが
ら暮らす生活共同体。
1970年代にアメリカで
普及した。日本では地
方創生の中で日本版Ｃ
ＣＲＣが「生涯活躍の
まち」として掲げられて
おり、東京圏をはじめと
する高齢者が自らの希
望に応じて地方に移り
住み、地域社会におい
て健康でアクティブな生
活を送るとともに、医療
や介護が必要なときに
は継続的なケアを受け
ることができるような地
域づくりを目指している。
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りではみこしも担がせてもらえました。
　グレースフルエイジングのためには、そういう
世代間交流も重要です。多接の中には、多くの
人に会うこと、多彩な人に会うことが含まれる
と思います。高齢者は同世代とだけでなく、若
い世代との交流の中で、関心面でも活動面でも
広がりが出てくるはずです。

―地域の中での高齢者の役割として、埋も
れている地域の伝統資源を今の時代に合わせ
て価値を見出していくということがあるように感
じます。

金子　地域の資源を支えている主体が高齢者
だという事例はほかにもあるようです。高齢者
からすると、アクティブエイジングの実践にもな
り、社会的には地方創生の一端を高齢者も担
えるということだと思います。

―高齢者の力と地方創生は、いろいろな形
で結びつく可能性があると。

金子　そう思います。特に、過疎地域では人
口減少が進んでいますから、地域の主力になら
ざるを得ないという現実があります。
　厚生労働省と日本歯科医師会が推進している
「8020（ハチマルニイマル）運動」というものが
あります。80歳になっても20本以上自分の歯を
保とうという運動です。でも、私はもう一つの
意味で8020という言葉を使っています。最初に
掲げているように、介護保険制度が開始され
た2000年ごろの要介護率は15％ほどでしたが、
最近は18.5％くらいで、2020年代には20％にな
ります。そこで、健常者と要介護者の割合を
8020と表現するとわかりやすくなるのです。

医療費から探る家族力の弱さ

―どうしても要介護者などを対象とした施策

に目がいきがちですが、多数を占める8 割の健
常者に対する政策の向き合い方も改めて考えな
ければいけませんね。

金子　同感です。健常者だからといって、この
層を放置してもいいというわけではありません。
　長野県に着目したもう一つの背景には、「一
人当たり老人医療費」が一番低かったというこ
とがあります。少し古いデータですが、2006年
の「一人当たり老人医療費」は北海道で100万
円を超えていて、福岡県に次いで高く、最下位
の長野県とは約30万円の差がありました。医
療費の高い道と県に共通しているのが、独居老
人が多いことです。一人暮らしだと体調が悪く
なれば病院か施設に頼るしかありませんので、
結局割高になってしまいます。でも、長野県の
ようにまだ家族の支えがある地域ならば、入院
せずに、そして施設にも入所しないで、自宅で
面倒を見てもらえます。週に 2回くらいの外来
で済ませられることも多く、薬をもらうだけなの
で、結果的にあまり老人医療費（現在は後期
高齢者医療費）がかかりません。「一人当たり
の老人医療費」は地域社会と家族によって大き
く左右されるのです。
　この観点で北海道を見ると、一人暮らし世帯
が多く、平均世帯人数が少ないという特徴があ
ります。両親と子ども夫婦が同居しないという
伝統があるので、体調が悪くなると高齢者を病
院や施設に押し出す力として働きます。
　私は1984年から札幌に住みましたが、移って
すぐに三世代同居が非常に少ない実情に驚きま
した。札幌市の三世代同居率は 3 ％程度で、
ほとんど同居しないという文化が根付いていて、
別居している親も病気をすると在宅療養という
より入院を選択します。しかも、親も子もお互
いにそれでいいと思っている風潮があります。
私が生まれ育った福岡県では、なぜ親の面倒を
見ないのかと追及されるので、ありえないこと
です。このことを当時北大経済学部の小林好
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宏教授に聞いてみたところ、札幌市内には家族
の代わりに大きな病院がいっぱいあるのだとい
うことを教えていただきました。社会学の用語
では「機能的等価性」の典型であり、病院が
福祉施設の肩代わりをしていた事例でした。
　データを調べてみると確かにそうで、病院が
福祉施設や家族の代わりの役割を果たしている
ことがわかりました。もともと北海道は、道外
からやってきた人が故郷の親と無関係に生きて
きたような歴史があります。親も同居してほしい
とは言いませんし、子どももあまりそういう気持
ちがありません。そういう文化が根付いている
ような気がします。
　「一人当たり老人医療費」が第 1位であった
福岡県は、県内に 2 大炭鉱の歴史があるので、
特に筑豊炭田で働いていた人が北九州市に、
三池炭田で働いていた人は大牟田市に住み続
け、高齢化が進み生活保護率も高いという要
素があると思います。
　それぞれの地域の歴史を探っていくと医療費
の高さの理由もいろいろあり、地域社会の違い
を痛感します。
　反対に現在の「一人当たり後期高齢者医療
費」が低かったのは長野県のほか、新潟県、
山形県、岩手県などで、まだ第一次産業の農
業の力が残っているところです。小規模農業は
家族の無償労働が軸になっていますから、子ど

もの数も多く、親と一緒に暮らすことが普通で
す。親が病気をしても家族の中で面倒を見て、
家族の誰かが週に何度か病院に連れていくとい
う暮らし方が地域全体に根付いているのだと思
います。

―高齢者が住みやすい地域づくりを実現す
るには、地域の文化や特性によって考え方や手
法が違ってくるということでしょうか。

金子　違いがあるように思います。また、地方
創生の主体も行政が主導した方がいい場合と、
あまり行政が出しゃばらない方がいい場合があ
ると思います。 
　経済ジャーナリストの竹本昌史さんが全国
193の地方創生の事例を紹介した『地方創生ま
ちづくり大事典』（2016年）という本があります。
この本の全事例を私なりに主体と方向について
分類してみたところ、大きく4つの主体と5つ
の方向性に分けられると思いました（表）。
　社会学でコミュニティを議論するとき、ディレ
クション（Direction：方向性）とレベル（Level：
水準）がその要素に取り上げられて、コミュニ
ティのDL理論と言われています。同じく、社会
のシステムでもLの資源配分と人員配分、Dの価
値システムで組み立てることが可能です。そこ
に住んでいる人が、リーダーシップも含めてどう
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いう力量を持っているかがLになるわけですが、
地方では、その主力の一翼を高齢者が担うとい
う位置付けになります。

―地域の中で、体系的に高齢者の役割を考
えて、何ができるのかを議論していくことが大
事ですね。地方創生を考えていく上でも、高齢
者の役割は大きいと言えます。この 5つの方
向の中で、高齢者の力が発揮できる分野はど
こになるでしょうか。

金子　一つは、当然ですが「農業・漁業」で
す。どちらも親から子に、子から孫にきちんと
した伝統とともに各種のノウハウが伝わります。
もう少し広げて考えると、「学校・教育・情報」
も当てはまります。教えること、知識・情報を
周りに提供する主体として、高齢者は非常に大
きな力を持っています。高齢化対策という視点
ではなく、高齢社会の中での地方創生を一つ
の社会目標として考えていくべきではないでしょ
うか。

―文部科学省が所管する教育システムではな
い、地域が作り上げていく教育の中で、高齢
者の大きな役割があると。

金子　ただ、それは政府が進めている経済成
長ばかりを優先する「一億総活躍社会」とは全
く違うものです。

―長野県の事例をご紹介いただきましたが、
北海道の中で生き生きと高齢者が暮らしている
地域はありますか。

金子　北大在籍当時に、いろいろ探してみまし
たが、残念ながらあまりいい事例は見つかりま
せんでした。行政の応援と高齢者自身の頑張り
で、社会参加の機会が増えて、生きがいを見つ
けて健康で長生きしているという事例は見当た

りませんでした。そういう意味では非常に残念
です。
　長野県では県民の健康を守ることを知事の
強力なリーダーシップで進めたのですが、歴代
の北海道知事にそのような「健康を守る」目的
のリーダーシップはなかったような気がしていま
す。北海道は全国に先駆けて人口減少が進ん
でいて、札幌市の少子化も進んでおり、政令指
定都市の中で合計特殊出生率※2は最下位です。
少子化や高齢社会、過疎など多くの問題がある
中で、知事や市長のリーダーシップ、大学の役
割は大きいと思っています。一方で、北海道に
なってからの150年、すでに 5世代の歴史の蓄
積があるので、簡単に文化や風習が変わるもの
ではないでしょう。特に、札幌市は独居老人が
多いので、今後は孤独死の問題などがもっと大
きくなってくるように思います。
　ただ、今は直接的な対面接触でなくても、電
子メールという手段もあります。身近に人がいな
くてもメールで連絡を取れる人がいれば、多接
は実践できます。

―高齢者にとってもICT（情報通信技術）の
活用は大事ですね。

金子　ICTは高齢者にとっても大切なツールに
なると思います。ご紹介したように、長野県が

※２　合計特殊出生率

15～49歳までの女性
の年齢別出生率を合計
した値であり、一人の
女性が仮にその年次の
年齢別出生率で一生の
間に生むとしたときの
子どもの数に相当する。
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発祥の「ピンピンコロリ」という言葉があります。
「ピンピンで元気に長生きし、病気をせずにコ
ロリと死ぬ」という意味ですが、大事なことは、
高齢に伴う体力や気力の下降の角度をどれだ
け緩やかにできるのかということです。下がっ
ていくのは当然なので、その度合いを自力で緩
やかにできるかどうかです。多接といっても、
すべての人とはつきあえないので、選ぶことも
大切です。また、男女ともに“親密な他者”の
存在も大切です。そういう関係を大切にしなが
ら、体力や能力が許せばやりたいことをやる。
それが最終的にグレースフルエイジングにつな
がっていくと思います。

高齢者の自立志向を押し上げる7つの要素

―グレースフルエイジングを目指すためには、
高齢期に入る前のキャリアも大切で、現役時代
から高齢期のことを意識して活動していかなけ
ればなりませんね。

金子　もちろんそうですね。これまで実証研究
と理論研究の融合を目指して研究を続けてきま
した。その経験からグレースフルエイジングに
は自立志向を押し上げる要素があることがわ
かっています。それは、①家族との良好な関係、
②仲間の存在、③働くこと、④外出すること、
⑤得意を持つこと、⑥趣味を持つこと、⑦運
動散歩が有効という7 項目に分けられます。
　高齢期になると趣味を楽しむという人が多い
でしょうが、趣味とは別に「得意」を持つこと
も大切です。趣味と得意は混同されがちですが、
タクシーの運転手であれば運転は得意でも、
趣味ではないという人がいます。ずっと農業を
やってきた人は土をなめるだけで土の状態がわ
かるといいますが、それは趣味ではなく得意な
ことです。ただ、得意なことは過去からの継続
性というキャリアとは別のものかもしれません。
わかりやすい例が「おもちゃドクター」です。

「日本おもちゃ病院協会」の養成講座を受けて、
おもちゃを無料で修理するボランティアで、札
幌市内でも「トイザらス」などで活躍されてい
ます。以前はほとんどが男性でしたが、最近は
女性もおられるようです。お話を聞くと、小さな
子どもたちが、修理を終えたおもちゃを見て、
その場で喜んでくれると生きがいを感じるとの
ことです。「おもちゃドクター」は基本的には無
料で修理するため、自分で古いラジカセなどを
探して部品を調達するので自己出費もあります。
シルバー人材センターに登録して、働いて給料
をもらうのとは違った自由選択活動ですが、自
分のお金を持ち出してでも楽しいと生きがいを
感じているわけです。
　特に何もしたいことがない人でも家の近くを
30分くらい散歩してみると、必ずどこかで仲間
が見つかるはずです。先ほどお話しした 7つの
要素について、どれか一つでも当てはまるもの
があれば、グレースフルエイジングのキッカケを
つかむことができると思います。

―7つの要素はこれからの高齢社会におけ
る地域づくりを考えていく上でも大切な視点で
すね。今日はありがとうございました。

聞き手　地域政策プランナー、
（一社）地域研究工房代表理事
小磯修二（こいそ　しゅうじ）
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